
１ ．研究の背景

　本研究の対象となる児童館は，児童福祉法に基づく
児童福祉施設であり，全国に現在，4,541館存在してい
る（2017（平成29）年10月１日現在，厚生労働省「社
会福祉施設等調査」）．
　児童館に関わる国の取り組みとして，2011（平成23）
年３月に，地域における子どもの遊びの環境の充実と
健全育成の推進を目的として，「児童館ガイドライン」
を作成している．
　その中で児童福祉法40条に基づく児童館の理念を，
今日の社会状況にあわせて発展させ，職員の専門性を
向上させて活動内容を地域の期待に応じるものにして
いく必要があることも示している．
　その後，昨今の児童福祉法改正などの子どもの健全
育成に関する法律との整合や今日的な課題に対応する
児童館活動の現状を踏まえた児童館ガイドラインの見
直しが課題となり，子どもの福祉的な課題への対応，
子育て支援に対する児童館が持つ機能への期待を踏ま
えて，「児童館ガイドライン」は，2018（平成30）年10
月に改正され，今後の児童館のあるべき姿が示されて
いる．
　このように児童館を取り巻く状況は，近年大きく変
化しており，児童健全育成に関連する施策では，子ど
も ・子育て支援新制度の「地域子ども ・子育て支援事
業」や「放課後子ども総合プラン」などにより大きく
変化している．
　厚生労働省は，改正された「児童館ガイドライン」
の６つのポイントとして，下記のようにまとめている．

１�．児童福祉法改正及び児童の権利に関する条約の
精神にのっとり，子どもの意見の尊重，子どもの
最善の利益の優先等について示した．
２�．児童福祉施設としての役割に基づいて，児童館
の施設特性を新たに示し，①拠点性，②多機能性，
③地域性の３点に整理した．
３�．子どもの理解を深めるため，発達段階に応じた
留意点を示した．
４�．児童館の職員に対し，配慮を必要とする子ども
への対応として，いじめや保護者の不適切な養育
が疑われる場合等への適切な対応を求めた．
５�．子育て支援の実施について，乳幼児支援や中 ・
高校生世代と乳幼児の触れ合い体験の取組の実施
等内容を追加した．
６�．大型児童館の機能・役割について新たに示した．

　以上のポイントを中心に改正された「児童館ガイド
ライン」を注視していくと，これまでの児童館が持つ
機能に加えて，ソーシャルワークを展開する拠点とし
て活動することが期待されていることがわかる．
　なお，大竹らが実施した「児童館を中心とした社会
的ニーズへの対応及び必要なネットワーク構築に関す
る調査研究」では，児童館の先駆的な取り組みとして
児童館が多様な社会的ニーズを捉え，それぞれの状況
に応じたソーシャルワーク活動を展開していることが
示されている（大竹2017：183－189）．
　一方で，児童館の運営主体は，公設公営（行政の直
営），公設民営 ・民設民営（社会福祉法人，株式会社，
NPO，保育所などの民間団体が行政の委託を受けて運
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営）などの多様な運営主体による児童館があり，すべ
ての児童館において改正ガイドラインで求める児童館
像を追及するのは難しい現状があるのではないかとい
う疑問が残る．
　そこで本研究では，児童館の運営主体の一つである
「社会福祉協議会（以下，社協）が運営する児童館」に
焦点をあてることとする．その理由は，全国に存在し，
地域で長年に渡りソーシャルワーク実践を行ってきた
社協は，改正ガイドラインで求められている「ソーシャ
ルワークを展開する拠点」としての機能を有している
ことから，社協が運営する児童館の実態と強みを明ら
かにすることが，他の児童館が改正ガイドラインに向
き合う上での，貴重な参考資料となると考えられるか
らである．
　なお，本研究は，児童館の全国組織である一般財団
法人児童健全育成推進財団の第４回（2018（平成30）
年度）健全育成研究助成（一般助成研究）を受けて実
施した．

２ ．研究の目的

　これまでの児童館に関する先行研究では，児童館の
運営主体に焦点を当てたものが少なく，運営主体の違
いによる児童館運営の比較検証もほとんど行われてき
ていないのが現状であると言える．
　なお，植木らが実施した「2016（平成28）年度全国
児童館実態調査（小型児童館 ・児童センター）（以下，
全国実態調査）」結果から，児童館の設置運営の形態を
確認すると，「公設公営」が56.2％と約６割弱の割合を
占めており，次いで「公設民営」が40.6％，「民設民
営」が3.2％となっている（植木2016：12）．
　しかしながら，「公設民営」および「民設民営」のい
わゆる民間団体の具体的な運営主体および割合につい
ては，公表されている統計データは存在せず，その詳
細を確認することができないのが現状である．
　そこで本研究では，運営主体の違いによる比較検証
の先駆けとして，全国の市区町村に存在し地域の多様
なネットワークを有する社協が運営する児童館に焦点
を当て，その実態と強みを明らかにすることが本研究
の目的であり，このような先駆的な取り組みが本研究
の特色と言える．
　先述の通り，児童館は全国に4,541館存在しており，
（2017（平成29）年10月１日現在，厚生労働省「社会福
祉施設等調査」），その中で，社協が運営する児童館（児

童センターを含む）は538箇所となっている．なお，社
協が運営する児童館数の確認については，本研究の助
成先であり児童館の全国組織である一般財団法人児童
健全育成推進財団に情報提供を依頼し確認を行った．
　本研究の基本構成として，社協が運営する児童館を
対象とした質問紙調査（量的研究）及び質問紙調査で
回答を得らえた児童館の中から調査対象を抽出した上
で，５箇所の児童館に対するインタビュー調査（質的
研究）を実施することとした．
　なお，質問紙調査の調査票設計にあたっては，調査
結果分析の際の比較材料とするために，先述した植田
らが実施した「全国実態調査」の質問紙調査項目を参
照して，設計を行なった（植田2016：217－226）．

３ ．質問紙調査（量的研究）の概要

　本調査の概要（調査主体，調査の目的，対象，方法）
は下記の通りである．
⑴　調査主体（調査時の所属）
白梅学園大学　実習指導センター　実習指導講師　　
藤高　直之
⑵　質問紙調査の目的
　本調査では，これまで全国の各地域においてソー
シャルワークを展開してきた社協に焦点をあて，社
協が運営する児童館の取組を質問紙調査により分析・
検証し，その実態と強みを明らかにすることを目的
としている．
⑶　調査対象と調査方法
・�調査対象客体数：2016（平成28）年度に実施した
『全国実態調査』を母集団とし，社協が運営する児
童館538箇所
・調査対象者：児童館長
・調査方法：質問紙郵送調査（回収も郵送）
・�調査期間：2018（平成30）年９月21日～2018（平
成30）年10月12日

⑷　質問紙調査票の構成と分析対象
・調査票の構成は，下記の４項目を設定した．
　①�「児童館の施設概要（施設種別，運営形態，併
設施設，活動内容，児童館の利用対象）」

　②�「職員体制（館長，児童厚生員の勤務体制，ソー
シャルワーカーの配置状況）」

　③�「活動（事業・取組・関係機関との連携）（ガイ
ドラインに基づく活動，アウトリーチ活動，地
域への子育て支援　活動，連携 ・協力している
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社会資源，要保護児童対策地域協議会への参画）」
　④�「児童館が認識する強み（社会福祉協議会が運
営する強み）」

・調査票回収状況：292件（回収率：54.3％）
・�分析方法：統計ソフト IBM SPSS Statistics25.0を
使用し，単純集計，２変数間の相関をみるための
クロス集計を行った上で，先述した「全国実態調
査」結果との比較検証を試みた．

⑸　倫理的配慮
　調査実施に際し倫理的配慮として，調査結果の公
表にあたっては統計的処理を行うこと，個別の児童
館名は記載しないこと，さらに分析結果の使途に関
する説明，調査に関する問い合わせ先を調査票に明
記し，回答をもって承諾を得たものとした．
　また調査実施前に，調査者が所属していた白梅学
園大学 ・短期大学研究倫理審査委員会での承認を得
た．加えて，一般財団法人児童健全育成推進財団が
定める「研究倫理に関する基本方針」ならびに「プ
ライバシーポリシー（個人情報取扱方針）」に沿った
上で倫理的配慮に注意していることを調査依頼文書
にて明記をした上で調査依頼を行った．

４ － １ ．�調査結果� �
（単純集計から一部抜粋）

⑴　児童館に併設する施設
　児童館に併設する施設は，回答の55.5％が何らかの
併設施設があり，最も多かった併設施設は，50箇所
（17.1％）の社協であった．次いで，高齢者福祉設46箇
所（15.8％），その他42箇所（14.4％）の順であった．
　なお，その他の施設の具体的な施設としては，行政
機関（市役所，保健所，市民センター，市営図書館等）
が最も多く，その他は自治会館，地域福祉センター，
老人憩いの家などがあげられた．
　なお，先述の全国実態調査結果では，53％が何らか
の併設施設があり，本調査とほぼ同様の割合となって
いるが，併設施設の種別上位３施設を見ると，「その他
の併設施設」が19.1％，次いで「保育所以外の児童福
祉施設」が9.4％，「保育所」が8.4％の順となっている
（植田2016：15）．
　このように，社協が運営する児童館に併設する施設
に全国実態調査の結果とは異なる特徴があることが分
かった．

⑵　職員（児童厚生員）の配置
　館長を除く児童厚生員の配置は，１つの児童館あた
りで常勤職員が2.43人，非常勤職員が2.21であった．
　なお，先述の全国実態調査結果では，常勤人数平均
は2.29人，非常勤人数平均は，2.18人となっており（植
田2016：33），両調査ともに常勤職員と非常勤職員の割
合は，１対１に近い結果となった．
　また，館長を除く児童厚生員の職務形態は，全職員
が児童館職員としてのみ勤務（運営主体の社協への異
動はない）が，165箇所（56.5％）と過半数を超えてい
た．また，全職員が運営主体の社協への異動の可能性
があるが52箇所（17.8％）であり，一部の職員のみが
運営主体の社協への異動の可能性があるが，75箇所
（25.7％）であった．
　このように，常勤職員であっても，運営主体である
社協への異動がない雇用形態である職員が多く配置さ
れている結果となった．

⑶　ソーシャルワーカー（社会福祉士等）の職員配置
　ソーシャルワーカー（社会福祉士等）の職員配置は，
ソーシャルワーカーの職員配置はないが262箇所
（89.7％）と最も多く，社協が運営する児童館において
もほとんど配置がないことがわかった．ソーシャルワー
カーを配置する（専任もしくは社協の職員との兼任）
館も存在したが，非常に少数（27館で全体の0.92％）
であることが分かった．

⑷　アウトリーチ活動
　児童館のアウトリーチ活動は，取り組んでいる児童
館は95箇所（32.5％）であり，取り組んでいない児童
館が197箇所（67.5％）であった．また，アウトリーチ
活動に取り組んでいる児童館の具体的な活動内容は，
大半が移動児童館（出前児童館）の活動であった．（95
箇所中の85箇所（88.4％））
　なお，先述の全国実態調査結果では，アウトリーチ
活動に取り組んでいる児童館は28.5％であり（植田
2016：55），若干の差異ではあるが社協が運営する児童
館の方がアウトリーチ活動に取り組んでいることが分
かった．

⑸　地域の子育て支援ニーズの把握
　地域の子育て支援ニーズの把握は，把握しているが
186箇所（63.7％）であり，把握していない106箇所
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（36.3％）を大きく上回る結果となった．また，地域の
子育て支援ニーズの具体的な把握方法は，関係機関会
議への参加110箇所（59.1％）が最も多く，次いで運営
主体の社協からの情報提供95箇所（51.9％）であった．
　なお，先述の全国実態調査結果では，地域の子育て
ニーズを把握しているが61.1％であり，具体的な把握
方法については，「アンケートの実施」が55.1％，「関
係機関会議への参加」が53.8％であり，先述のアウト
リーチ活動と同様に地域の子育てニーズの把握状況に
ついても社協が運営する児童館の方が高い割合となっ
ている．

⑹　連携・協力している社会資源
　連携 ・協力している社会資源は，運営主体である社
協が最も多く286箇所（97.9％）であった．次いで，小
学校が266箇所（91.1％），民生委員 ・児童委員が218箇
所（74.7％）の結果となった．

表 １【連携・協力している社会資源　N= 292】
� ※複数回答，件数順に記載

連携・協力している社会資源 回答数 割合
社会福祉協議会 286 97.9％
小学校 266 91.1％
民生委員・児童委員 218 74.7％
主任児童委員 198 67.8％

連携・協力している社会資源 回答数 割合
中学校 154 52.7％
町内会・自治会 151 51.7％
児童館所管部局（行政） 148 50.7％
保育所 145 49.7％
保健所・保健センター 136 46.6％
幼稚園 129 44.2％
子育て支援センター 124 42.5％
ボランティアセンター 115 39.4％
母親クラブ 103 35.3％
PTA   93 31.8％

　なお，先述の全国実態調査結果では，連携 ・協力し
ている社会資源は様々であったが，最も多かったのが，
小学校で89.6％，次いで，民生委員・児童委員が69.7％，
主任児童委員が63.6％，保育園が63.5％となっている
（植田2016：63－64）．

　表 ２【�全国実態調査結果から抜粋した連携・� �
協力している社会資源N= 3,612】� ※複数回答

連携・協力している社会資源 回答数 割合
社会福祉協議会 1407 39.0％
小学校 3236 89.6％
民生委員・児童委員 2519 69.7％
主任児童 2299 63.6％

連携・協⼒している社会資源 回答数 割合
中学校 2193 60.7％
町内会・自治会 1839 50.9％
保育所 2292 63.5％
保健所・保健センター 1624 45.0％
幼稚園 1392 38.5％
子育て支援センター 1750 48.4％
ボランティアセンター  524 14.5％
母親クラブ 1133 31.4％
PTA 1330 36.8％

　上記結果と比較すると，社協が運営する児童館がよ
り社協をはじめ，民生委員児童委員，主任児童委員，
町内会 ・自治会，ボランティアセンター，行政などが
挙げられ，運営主体である社会福祉協議会が持つ既存
のネットワークを活用していることが明らかになった．
また，この中でもボランティアセンターは社協が運営
することが多く，地域の多様な人材を児童館活動につ
なげることが出来ていることも，社協が運営する児童
館の特色であり強みであると言える．

⑺　要保護児童対策地域協議会への参画
　要保護児童対策地域協議会への参画は，参画してい
ない児童館が最も多く197箇所（67.5％）であった．ま
た，参画している児童館は，児童館として参画してい
ると運営主体の社協として参画しているを合わせて95
箇所（32.5％）という結果となった．
　なお，先述の全国実態調査結果では，参加していな
い児童館が70.2％，参加している児童館が29.8％であり
（植田2016：65），こちらも社協が運営する児童館の方
が高い参加割合となっていることが分かった．

⑻　児童館が認識する強み
　児童館が認識する強みは，下記の５つの項目につい
て４件法（あてはまる，ややあてはまる，ややあては
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まらない，あてはまらない）での回答を得た．その結
果，児童館が持つアウトリーチ機能についてのみ否定
的な回答が肯定的な回答を上回る結果となった．

（５つの項目）
１．運営主体が社会福祉協議会であること，
２．地域の関係機関（者）との連携 ・協働する力
３．貴児童館が持つアウトリーチ機能
４．貴児童館が持つ相談対応機能
５．貴児童館が持つ地域ニーズ把握機能

表 ３－ １【児童館が認識する強み（あてはまる，ややあてはまる）　N= 292】

児童館が認識する強み あてはまる
（回答数） 割合

やや
あてはまる
（回答数）

割合 肯定的な
回答数 割合

運営主体が社会福祉協議会であること 206 70.5％   71 24.3％ 277 94.9％
地域の関係機関（者）との連携・協働する力 160 54.8％ 114 39.0％ 274 93.8％
児童館が持つアウトリーチ機能  38 13.0％   71 24.3％ 109 37.3％
児童館が持つ相談対応機能  56 19.2％ 166 56.8％ 222 76.0％
児童館が持つ地域ニーズ把握機能  66 22.6％ 140 47.9％ 206 70.5％

表 ３－ ２【児童館が認識する強み（あてはまらない，ややあてはまらない）　N= 292】

児童館が認識する強み あてはまらない
（回答数） 割合

やや
あてはまらない
（回答数）

割合 否定的な
回答数 割合

運営主体が社会福祉協議会であること  9 3.1％     6 2.1％   15 5.1％
地域の関係機関（者）との連携・協働する力 15 5.1％     3 1.0％   18 6.2％
児童館が持つアウトリーチ機能 64 21.9％ 119 40.8％ 183 62.7％
児童館が持つ相談対応機能 49 16.8％   21 7.2％   70 24.0％
児童館が持つ地域ニーズ把握機能 59 20.2％   27 9.2％   86 29.5％

４ － ２ ．�調査結果� �
（クロス集計から一部抜粋）

⑴　独自の子育て支援活動の有無と地域の子育て支援
ニーズの把握について

　児童館における子育て支援活動の独自活動の有無と
地域の子育て支援ニーズの把握の有無の２項目でクロ
ス集計を行った結果，下表の結果が得られた．
　その結果，独自の子育て支援活動を行っている児童
館は，行っていない児童館に比べて，地域の子育て支

援ニーズの把握している割合が高いことがわかった．
このことから，独自の子育て支援活動と子育てニーズ
の把握には正の相関関係があることが予想される．
　なお，独自の子育て支援活動を展開することが子育
て支援ニーズの把握につながる可能性と子育て支援ニー
ズの把握をした上でそのニーズの充足のために独自の
子育て支援活動に行っているという二通りの捉え方が
できるが，本調査項目からは，より具体的な分析をす
ることは出来なかった．
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表 ４－ １【独自の子育て支援活動の有無と地域の子育て支援ニーズの把握】
独自の子育て支援活動の有無と地域の子育て支援ニーズの把握

地域の子育て支援ニーズ
合計

把握していない 把握している

子育て
支援活動

独自活動
なし

度数 69 75 144
期待度数 52.3 91.7 144.0
標準化残差 2.3 －1.7

独自活動
あり

度数 37 111 148
期待度数 53.7 94.3 148.0
標準化残差 －2.3 1.7

合計
度数 106 186 292
期待度数 106.0 186.0 292.0

⑵　独自の子育て支援活動の有無と連携・協力してい
る社会資源の数について

　児童館における子育て支援活動の独自活動の有無と
地域で連携 ・協力している社会資源の数の２項目でク
ロス集計を行った結果，下表の結果が得られた．その
結果，独自の子育て支援活動を行っている児童館は，
行っていない児童館に比べて，地域で連携 ・協力して
いる社会資源の数が多くなる傾向があることがわかっ

た．
　具体的には，独自の子育て支援活動のありなしで，
社会資源の数（「11以上15以下」の数値と「16以上20以
下」の数値の合計値）に，２倍以上の差が生じている
ことがわかる．これは，児童館が独自の子育て支援活
動を展開するなかで，活動の内容に応じて様々な社会
資源との連携 ・協力関係を築くことができているから
だと推測することができる．

表 ４－ ２【独自の子育て支援活動の有無と連携・協力している社会資源の数】
独自の子育て支援活動の有無と社会資源の数

社会資源の数
合計

０以上５以下 ６以上10以下 11以上15以下 16以上20以下

子育て
支援活動

独自活動
なし

度数 46 70 27 1 144
期待度数 32.1 65.1 39.9 6.9 144.0
標準化残差 2.5 .6 －2.0 －2.2

独自活動
あり

度数 19 62 54 13 148
期待度数 32.9 66.9 41.1 7.1 148.0
標準化残差 －2.4 －.6 2.0 2.2

合計
度数 65 132 81 14 292
期待度数 65.0 132.0 81.0 14.0 292.0

⑶　地域の子育て支援ニーズの把握と連携・協働する
社会資源の数について

　児童館における地域の子育て支援ニーズの把握と連
携・協働する社会資源の数の２項目でクロス集計を行っ
た結果，下表の結果が得られた．その結果，地域の子
育て支援ニーズの把握している児童館は，把握してい
ない児童館に比べて，連携 ・協力している社会資源の
数が多くなっていることがわかった．具体的には，地

域の子育て支援ニーズの把握のありなしで，上記⑵と
同様に，社会資源の数（「11以上15以下」の数値と「16
以上20以下」の数値の合計値）に，２倍以上の差が生
じていることがわかる．
　これは，あくまでも予想の範疇を超えることはできな
いが，地域の子育て支援ニーズを把握する手段や過程の
なかで，地域の様々な社会資源とつながり，情報共有が
なされている結果であることが推測することができる．
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表 ４－ ３【地域の子育て支援ニーズの把握と連携・協力している社会資源の数】
地域の子育て支援ニーズの把握と社会資源の数

社会資源の数
合計

０以上５以下 ６以上10以下 11以上15以下 16以上20以下

地域の子育て
支援ニーズ

把握して
いない

度数 38 54 12 2 106
期待度数 23.6 47.9 29.4 5.1 106.0
標準化残差 3.0 .9 －3.2 －1.4

把握して
いる

度数 27 78 69 12 186
期待度数 41.4 84.1 51.6 8.9 186.0
標準化残差 －2.2 －.7 2.4 1.0

合計
度数 65 132 81 14 292
期待度数 65.0 132.0 81.0 14.0 292.0

⑷　要保護児童対策地域協議会への参画と連携・協力
している社会資源の数について

　要保護児童対策地域協議会（以下，要対協）への参
画と連携 ・協力している社会資源の数についての２項
目でクロス集計を行った結果，下表の結果が得られた．
その結果，児童館として要対協に参加している児童館
は，参画していない児童館に比べると，連携 ・協力し
ている社会資源の数（「11以上15以下」の数値と「16以
上20以下」の数値の合計値）に約1.7倍の差が生じてい

ることがわかる．なお，社協として参画している児童
館との差異も同様に２倍以上の差が生じていることが
わかる．
　これは，児童館が主体的に地域の要対協に参画し，
要対協に参画している地域の関係機関 ・関係者とつな
がることで，地域で連携 ・協力することができる社会
資源を増やしているのではないかと推測することがで
きる．

表 ４－ ４【要保護児童対策地域協議会への参画と連携・協力している社会資源の数】
要保護児童対策地域協議会への参加と社会資源の数

社会資源の数
合計

０以上５以下 ６以上10以下 11以上15以下 16以上20以下

要保護児童対
策地域協議会

児童館
として参画

度数 3 13 14 5 35
期待度数 7.8 15.8 9.7 1.7 35.0
要対協の％ 8.6％ 37.1％ 40.0％ 14.3％ 100.0％
標準化残差 －1.7 －.7 1.4 2.6

社会福祉協議
会として参画

度数 20 28 12 0 60
期待度数 13.4 27.1 16.6 2.9 60.0
要対協の％ 33.3％ 46.7％ 20.0％ 0.0％ 100.0％
標準化残差 1.8 .2 －1.1 －1.7

参画して
いない

度数 42 91 55 9 197
期待度数 43.9 89.1 54.6 9.4 197.0
要対協の％ 21.3％ 46.2％ 27.9％ 4.6％ 100.0％
標準化残差 －.3 .2 .0 －.1

合計
度数 65 132 81 14 292
期待度数 65.0 132.0 81.0 14.0 292.0
要対協の％ 22.3％ 45.2％ 27.7％ 4.8％ 100.0％
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５ ．インタビュー調査（質的研究）の� �
概要

　本調査の概要（調査主体，調査の目的，対象，方法）
は下記の通りである．
⑴　調査主体（調査時の所属）
白梅学園大学　実習指導センター　実習指導講師　　
藤高　直之
⑵　調査の目的
　本インタビュー調査の目的は，主に質問紙調査の
分析結果を補完するためのものである．
⑶　インタビュー調査の対象
　インタビュー調査については，先述した質問紙調
査に協力いただいた児童館の中でインタビュー調査
にも協力いただける児童館を抽出し，その中から地
域のバランスを鑑みた上で５箇所を調査対象とした．
調査対象の選定の際は，都市部のみに見られる活動
や先駆的な活動がなされているなど偏った調査対象
になることを防ぐために，「多様な環境下，地域性を
持ち合わせた児童館」を調査対象と設定することと
した．
⑷　インタビュー調査の方法
　インタビュー調査は，調査依頼文等を事前に送付
した上で，協力許可が得られた５箇所に対して，そ
れぞれの児童館に調査者（筆者）が訪問して実施し
た．
　調査の実施にあたっては，調査依頼文送付時に併
せてインタビューガイドを送付した上で，調査当日
は調査者と回答者（児童館長）の１対１による半構
造化面接を実施した．
　調査期間は，2018（平成30）年12月17日から2019
年（平成31）年２月20日の約２か月間であり，平均
インタビュー時間は１時間５分であった．聴取され
たインタビューデータはボイスレコーダーに録音し，
後日逐語録を作成した．
　作成した逐語録については，調査対象者に送付し，
文言の修正 ・欠落データの加筆，児童館が所在する
地域及び個別の児童館名を伏せての公表可否の最終
判断を依頼し許可を得た．
⑸　インタビュー調査の項目
　インタビュー調査の調査項目については，「児童館
の活動全般について」及び，「（社協が運営している）
児童館が認識している強みについて」の２つに大別

した上で調査を実施した．
　インタビュー調査では，最初に児童館が実施して
いる活動について尋ね，その後，（社福協が運営して
いる）児童館が認識している強みについての聴き取
りを行った．
　インタビューガイドの詳細は，下記のとおりであ
る．

表 ５【本調査のインタビューガイド】

〈インタビューガイドライン〉
Ⅰ．貴児童館の活動全般について
　１�．貴児童館が取り組んでいる子育て支援事業（活
動）について

　　�①活動内容，②実施頻度，③日常的な協力者の
有無と協力内容について

　２�．貴児童館における地域の子育て支援ニーズの
把握と支援活動の実態について

　３�．貴児童館が活動するにあたり連携 ・協働して
いる社会資源とその実態について

Ⅱ．貴児童館が認識している強みについて
　１�．社会福祉協議会が運営する児童館の特徴と強
みについて

　２�．貴児童館が活動をする上で工夫 ・配慮してい
る点について

　３．貴児童館における課題点について

⑹　分析方法
　本研究の目的は，社協の運営する児童館に着目し，
その強みを検証 ・考察することである．
　そのため本調査研究では，先に実施した質問紙調
査結果を補完するために，社協が運営する児童館活
動全般についての分析とともに，社協の運営する児
童館の強みを明らかにするために，帰納的アプロー
チによる定性的コーディング（佐藤2008：97）を行っ
た．
　分析方法は，先行研究が非常に少ないため，「先行
研究が少ない問題領域で探索的に調査や研究を行う
場合などにはきわめて有効な方法（佐藤2008：104）」
とされる定性的コーディングを採用した．
　定性的コーディングとは，文字テキストデータに
対して一種の小見出し（コード）をつけて元データ
の情報を圧縮して操作しやすくする作業である．
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　本調査研究における具体的な分析手順は，以下の
とおりである．
①�各インタビュー事例の逐語録から関連する箇所を
抜粋し，抜粋した内容をまとめた文書セグメント
を作成した．
②�各文書セグメントは，「児童館が認識している強み
について」に着目しながら意味内容を反映する短
文に要約し，その短文をコードとした．このコー
ドは，常に文書セグメントを抽出した元データの
文脈と照合し妥当性を確認した．
③�次に作成したコードに反映される「児童館が認識
している強みについて」からカテゴリを作成した．
カテゴリの生成にあたっては，調査対象が少数で
あることから，過度の一般化という傾向を回避す
るのに有効とされる「事例－コードマトリックス」
を用いた．
　なお，分析結果については，調査対象者に確認を
依頼し妥当性を担保した．
⑺　倫理的配慮
　インタビュー調査については，調査対象者及び所
属する児童館館長（本調査においてはいずれも同一

人物）に対して，調査依頼文，インタビューガイド，
個人情報を含む情報の取り扱いについて記載した研
究倫理遵守に関する誓約書を送付し，調査協力者の
承諾を得た上で実施した．
　調査実施にあたっては，事前にボイスレコーダー
への録音許可を得て実施し，調査後にインタビュー
内容の報告書の確認を依頼し，公表への承諾を得た．
　また，調査結果の公表にあたっては，個別の児童
館名及び回答者名は記載しないこと，さらに分析結
果の使途に関する説明，調査に関する問い合わせ先
を調査依頼文に明記した．また，調査実施前に調査
者の当時の所属先である白梅学園大学 ・短期大学研
究倫理審査委員会での承認を得た．

６ ．調査結果（一部抜粋）

⑴　調査対象児童館の属性
　本調査の対象となった５箇所の社協が運営する児童
館の基本情報は，次表のとおりである．児童館の種別
は，３箇所が小型児童館，２箇所が児童センターであ
る．

表 ６－ １【調査対象の基本情報】

調査対象 A B C D E

児童館種別 小型児童館 小型児童館 小型児童館 児童センター 児童センター

児童館の活動 自由来館のみ 放課後児童クラブ
を主体

自由来館と放課後
児童クラブが半々 自由来館のみ 自由来館のみ

併設施設 社会福祉協議会 なし 社会福祉協議会 なし 高齢者福祉施設

要対協への参画 児童館として参画 なし 社会福祉協議会と
して参画 なし なし

常勤職員数 ４人 ４人 ５人 ８人 ６人

非常勤職員数 ３人 ８人 ６人 12人 ６人

ソーシャルワー
カーの配置の有無 なし なし 社会福祉協議会職

員と兼任で配置 なし なし

アウトリーチ活動 移動児童館
（出前児童館）

移動児童館
（出前児童館） なし なし なし

⑵　児童館が認識している強みについて� �
～定性的コーディングの結果と考察～

　社協が運営する児童館の強みに対する聴き取り調査
によって得られたデータの内，分析対象とした文書セ

グメントの総数は，165であった．その分析対象をコー
ド化し，カテゴリ化した効果に関して10のコードと，
【地域の関係者（社会資源）から信頼 ・安心感】【地域
の関係者（社会資源）との既存のネットワーク】【既存
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のネットワークを活かした情報収集能力】【既存のネッ
トワークを活かした地域の関係者（社会資源）との連
携・協働の円滑さ】【社協が持つ多様性の活用（人的資
源，物的資源ともに）】の５つのカテゴリが生成され
た．以下に分析結果について群述する．本文中では，
カテゴリ名は【　】で，コード名は，〈　〉で表記して
いる．
ⅰ．カテゴリⅠ【地域の関係者（社会資源）から信頼・
安心感】

　【地域の関係者（社会資源）から信頼 ・安心感】は，
①長年培われてきた信頼 ・②社協への安心感の２つの
コードから成り立っている．インタビュー調査の結果，
①長年培われてきた信頼では，社協として長年の地域
における活動が地域の関係者の信頼を勝ち取ってきた
ことがわかる．具体例をあげると，「これまでの活動で
培われた信頼関係がある．」，「児童館の職員の顔が見え
ると地域の方々との関係性が今日の児童館を支えてい

ると感じている．」などのインタビューデータがある．
　また，②社協への安心感では，①の信頼とともにこ
れまでの関わりがあるからこそ得られる，存在や活動
への安心感を地域住民をはじめとした地域の関係者に
与えていることがわかった．具体例をあげると，「児童
館活動そのものだけではなく，母体である社協という
地域における認知度の高さも日々の活動を円滑に進め
ている要因の一つであると考えている．」，「地域住民
（特に高齢者）の方々には，社協がやっている事業と言
えば，理解してもらいやすい．」などのインタビュー
データがある．
　このように，児童館の運営主体である社協がこれま
での地域活動の中で獲得してきた地域からの信頼，安
心感が児童館活動にも活かされていることがわかった．
　上記２つのコードから社協が運営する児童館の強み
の一つとして，【地域の関係者（社会資源）から信頼 ・
安心感】が生成された．

表 ６－ ２　カテゴリⅠ【地域の関係者（社会資源）から信頼・安心感】

社会福祉協議会が運営する
児童館の強みのカテゴリ コード 文書セグメント（インタビューデータ）の一部

Ⅰ．�地域の関係者（社会資
源）から信頼・安心感

①�長年培われてきた
信頼

〇�これまでの活動で培われた信頼関係がある．
〇�日々のお付き合いを継続してきた歴史がある．
〇�児童館の職員の顔が見えると地域の方々との関係性が今日の児童
館を支えていると感じている．

②�社会福祉協議会へ
の安心感

〇�社会福祉協議会だからこそ，地域の方々が安心して児童館事業に
協力いただけると思っている．
〇�児童館活動そのものだけではなく，母体である社会福祉協議会と
いう地域における認知度の高さも日々の活動を円滑に進めている
要因の一つであると考えている．
〇�地域住民（特に高齢者）の方々には，社会福祉協議会がやってい
る事業と言えば，理解してもらいやすい．

ⅱ．カテゴリⅡ【地域の関係者（社会資源）との既存
のネットワーク】

　【地域の関係者（社会資源）との既存のネットワー
ク】は，③地域の関係者との多様な関わり ・④児童分
野以外での関わりの広さの２つのコードから成り立っ
ている．インタビュー調査の結果，③地域の関係者と
の多様な関わりでは，社協の諸活動を通して地域の関
係者との多様な関わりを築いているのがわかる．具体
例をあげると，「児童館としてだけではなく，社協とし
ても地域で活動しているので，その分関わる地域の関
係者の幅も広くなる．」や「多くの社協は地域の要対協
に参画していることが多く，自然と社会資源とつながっ
ていく．」などのインタビューデータがある．

　また，④の児童分野以外での関わりの広さでは，児
童分野以外の分野でも日々活動を行っている社協だか
らこそ得られる関わりの幅の広さがあることがわかっ
た．具体例をあげると，「社協は，高齢者から障害児 ・
者支援など児童分野以外でも多様な活動を行っており，
それぞれの活動で地域の関係者とつながっている．」な
どのインタビューデータがある．
　このように，社協の多様な活動から地域において様々
なネットワークを構築していることがわかった．また，
児童館運営においてもこの既存のネットワークが活か
されていることがわかった．
　上記２つのコードから社協が運営する児童館の強み
の一つとして，【地域の関係者（社会資源）との既存の
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ネットワーク】が生成された．

表 ６－ ３　カテゴリⅡ【地域の関係者（社会資源）との既存のネットワーク】

社会福祉協議会が運営する
児童館の強みのカテゴリ コード 文書セグメント（インタビューデータ）の一部

Ⅱ．�地域の関係者（社会資
源）との既存のネット
ワーク

③�地域の関係者との
多様な関わり

〇�社会福祉協議会が持つ地域の関係者との多様な関わりこそが強み
であると認識している．
〇�児童館としてだけではなく，社会福祉協議会としても地域で活動
しているので，その分関わる地域の関係者の幅も広くなる．
〇�多くの社会福祉協議会は地域の要対協に参画していることが多
く，自然と社会資源とつながっていく．

④�児童分野以外での
関わりの広さ

〇�社会福祉協議会は，高齢者から障害児・者支援など児童分野以外
でも多様な活動を行っており，それぞれの活動で地域の関係者と
つながっている．
〇�児童館には子育てに関する相談以外にも色々な相談が寄せられ
る．

ⅲ．カテゴリⅢ【既存のネットワークを活かした情報
収集能力】

　【既存のネットワークを活かした情報収集能力】は，
⑤地域ニーズを素早く把握できる ・⑥地域ニーズの多
様な把握方法があるの２つのコードから成り立ってい
る．インタビュー調査の結果，⑤地域ニーズを素早く
把握できるでは，社協のネットワークを活かした素早
い情報収集が児童館活動にも役立っていることがわかっ
た．具体例をあげると，「行政機関とのパイプが太いの
でタイムリーな情報を把握することができる．」，「地域
で開催される多くの会議・会合に顔を出す機会があり，
活発な情報交換を頻繁に行っている．」などのインタ
ビューデータがある．
　また，⑥地域ニーズの多様な把握方法があるでは，

社協の多様な分野での活動が児童分野以外での地域関
係者との関わりの広さをもたらしていることがわかっ
た．具体例をあげると，「児童分野以外での活動も行っ
ているため，色々な関係者からの情報を集めることが
できる．」，「色々な関係者・関係機関からの情報を集約
して把握することができる．」などのインタビューデー
タがある．
　このように，社協が持つ既存のネットワークを活か
した情報収集能力が児童館活動にも活かされているこ
とがわかった．
　上記２つのコードから社協が運営する児童館の強み
の一つとして，【既存のネットワークを活かした情報収
集能力】が生成された．

表 ６－ ４　カテゴリⅢ【既存のネットワークを活かした情報収集能力】

社会福祉協議会が運営する
児童館の強みのカテゴリ コード 文書セグメント（インタビューデータ）の一部

Ⅲ．�既存のネットワークを
活かした情報収集能力

⑤�地域ニーズを素早
く把握できる

〇�行政機関とのパイプが太いのでタイムリーな情報を把握すること
ができる．
〇�地域で開催される多くの会議・会合に顔を出す機会があり，活発
な情報交換を頻繁に行っている．

⑥�地域ニーズの多様
な把握方法がある

〇�児童分野以外での活動も行っているため，色々な関係者からの情
報を集めることができる．
〇�色々な関係者・関係機関からの情報を集約して把握することがで
きる．

ⅳ．カテゴリⅣ
【既存のネットワークを活かした地域の関係者（社会
資源）との連携・協働の円滑さ】
　【既存のネットワークを活かした地域の関係者（社会

資源）との連携 ・協働の円滑さ】は，⑦連携 ・協働が
しやすい ・⑧連携 ・協働の経験の豊富さの２つのコー
ドから成り立っている．インタビュー調査の結果，⑦
連携 ・協働がしやすいでは，地域の関係者同士でお互
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いに顔のつながりあることから連携 ・協働がしやすい
環境にあることがわかる．具体例をあげると，「お互い
に見知った関係だと何事も円滑に進めることができ
る．」，「地域に広く認知されているので，できること ・
できないことを伝えるのが容易である．」などのインタ
ビューデータがある．
　また，⑧連携 ・協働の経験の豊富さでは，これまで
地域において長年にわたり活動をしてきた経験が児童
館活動においても連携 ・協働の際に活かされているこ
とがわかる．具体例をあげると，「これまでに色々な活
動で，地域の関係機関 ・関係者と連携してきた経験が

ある．」，「社協としてのこれまでの経験は，児童館活動
においても活かされている．」などのインタビューデー
タがある．
　このように，社協が持つネットワークを活かした連
携・協働の豊富な経験が，児童館活動においても連携・
協働の円滑さにつながっているのがわかる．
　上記２つのコードから社協が運営する児童館の強み
の一つとして，【既存のネットワークを活かした地域の
関係者（社会資源）との連携 ・協働の円滑さ】が生成
された．

表 ６－ ５　カテゴリⅣ【既存のネットワークを活かした地域の関係者（社会資源）との連携・協働の円滑さ】

社会福祉協議会が運営する
児童館の強みのカテゴリ コード 文書セグメント（インタビューデータ）の一部

Ⅳ．�既存のネットワークを
活かした地域の関係者
（社会資源）との連携・
協働の円滑さ

⑦�連携・協働がしや
すい

〇�お互いに見知った関係だと何事も円滑に進めることができる．
〇�地域に広く認知されているので，できること・できないことを伝
えるのが容易である．

⑧�連携・協働の経験
の豊富さ

〇�これまでに色々な活動で，地域の関係機関・関係者と連携してき
た経験がある．
〇�社会福祉協議会としてのこれまでの経験は，児童館活動において
も活かされている．

ⅴ．カテゴリⅤ【社協が持つ多様性の活用（人的資源，
物的資源ともに）】

　【社協が持つ多様性の活用（人的資源，物的資源とも
に）】は，⑨多様な業務内容 ・⑩多様な人的資源，物的
資源の２つのコードから成り立っている．インタビュー
調査の結果から，⑨多様な業務内容の具体例をあげる
と，「社協はすべての地域住民に対して多様な福祉活動
を展開している．」，「児童分野だけでなく，高齢者支
援，障害児 ・者支援，生活困窮者支援，若者支援など
も社協の業務であり，それぞれの活動で相互に社会資
源を活用している．」，「様々な分野の施設運営も幅広い
業務の１つである．」などのインタビューデータが得ら
れた．

　また，⑩多様な人的資源 ・物的資源では，社協が持
つ多様な社会資源を児童館活動にも活用することがで
きていることがわかった．具体例をあげると，「社会福
祉士などの福祉の専門職だけでなく，豊富な社会経験
がある職員がいる．」，「ボランティアセンターは，地域
で活動を希望している多様な人材の宝庫でると考えて
いる．」，「多様な業務を実施しているので，活動場所な
どの物的資源も恵まれている．」などのインタビュー
データがある．
　上記２つのコードから社協が運営する児童館の強み
の一つとして，【社協が持つ多様性の活用（人的資源，
物的資源ともに）】が生成された．
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表 ６－ ６　カテゴリⅤ【社会福祉協議会が持つ多様性の活用（人的資源，物的資源ともに）】

社会福祉協議会が運営する
児童館の強みのカテゴリ コード 文書セグメント（インタビューデータ）の一部

Ⅴ．�社会福祉協議会が持つ
多様性の活用（人的資
源，物的資源ともに）

⑨�多様な業務内容

〇�社会福祉協議会はすべての地域住民に対して多様な福祉活動を展
開している．
〇�児童分野だけでなく，高齢者支援，障害児・者支援，生活困窮者
支援，若者支援なども社会福祉協議会の業務であり，それぞれの
活動で相互に社会資源を活用している．
〇�様々な分野の施設運営も幅広い業務の１つである．

⑩�多様な人的資源，
物的資源

〇�社会福祉士などの福祉の専門職だけでなく，豊富な社会経験があ
る職員がいる．
〇�ボランティアセンターは，地域で活動を希望している多様な人材
の宝庫でると考えている．
〇�多様な業務を実施しているので，活動場所などの物的資源も恵ま
れている．

７ ．考　察

　上記の質問紙調査結果及びインタビュー調査結果か
ら，社協が運営する児童館の実態として，児童館の職
員体制においては，全国の多くの児童館と同様に，非
常勤の児童館職員が多数存在していることが分かった．
　また，常勤職員であっても，運営主体である社協へ
の異動がない雇用形態である職員が多く配置されてい
る結果となった．なお，職員配置において社会福祉士
等有資格者をソーシャルワーカーとして配置する（専
任もしくは社協の職員との兼任）館も存在したが，非
常に少数（27館で全体の0.92％）であることが分かっ
た．
　また，連携 ・協力している社会資源については，社
協をはじめ，民生委員児童委員，主任児童委員，町内
会 ・自治会，ボランティアセンター，行政などが挙げ
られ，運営主体である社協が持つ既存のネットワーク
を活用していることが明らかになった．
　この中でもボランティアセンターは社協が運営する
ことが多く，地域の多様な人材を児童館活動につなげ
ることが出来ていることも，社協が運営する児童館の
特色であり強みであると言える．
　一方で，児童館のソーシャルワーク活動の一つとし
て期待されるアウトリーチ活動の実態及びその機能に
ついては，活動を実施している児童館が全体の24.3％
であり，低い水準に留まっている．併せて，「児童館が
持つアウトリーチ機能」を児童館が強みと認識してい
るかという問いに対しては，否定的な回答（４件法の
「ややあてはまらない」もしくは「あてはまらない」）
が過半数（62.7％）を超えた結果となった．

　また，クロス集計結果から，独自の子育て支援活動
を行っている児童館は，行っていない児童館に比べて，
地域の子育て支援ニーズの把握している割合が高いこ
とがわかった．また，独自の子育て支援活動を行って
いること，地域の子育て支援ニーズを把握しているこ
とが，地域で連携 ・協力している社会資源の数に正の
相関を持っていることがわかった．
　以上のように，社協が運営する児童館の実態として，
全国の多様な主体により運営されている児童館と同様
に，職員体制等に課題を持ちつつも，社協ならではの
社会資源とのつながりを活用した児童館活動が行われ
ていることがわかった．
　また，インタビュー調査から得られたこの５つの強
みは，いずれも社協が長年にわたり地域で活動してき
た豊富な経験に起因しているものであると言える．社
協の豊富な経験を児童館活動に活かしていることが，
社協が運営する児童館の５つの強みであると言える．

表 ７－ １【�インタビュー調査から得られた社会福祉協議会
が運営する児童館の ５つの強み】

⑴�　地域の関係者（社会資源）から信頼 ・安心感
⑵�　地域の関係者（社会資源）との既存のネットワー
ク
⑶�　既存のネットワークを活かした情報収集能力
⑷�　既存のネットワークを活かした地域の関係者（社
会資源）との連携 ・協働の円滑さ
⑸�　社会福祉協議会が持つ多様性の活用（人的資源，
物的資源ともに）
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　以上の２つの調査研究結果を踏まえて，最終的な本
研究の整理として，社会福祉協議会が運営する児童館
が持つ強みについては，下記の３点のまとめることと
したい．

表 ７－ ２【社会福祉協議会が運営する児童館の強み】

⑴　「地域の社会資源とのつながり」
⑵�　「これまで培われてきた信頼の上での連携 ・ 協
働」
⑶　「包括的な支援体制の構築の容易さ」

　⑴「地域の社会資源とのつながり」ついては，実施
した質問紙調査，インタビュー調査の両調査結果から，
児童館の運営主体である社協が多様な社会資源との関
係を構築していることが分かった．これは，社協活動
が地域を基盤とした地域福祉活動全般に及ぶものであ
ることから，培われてきたものであり，その恩恵も児
童館も受けることが出来ていると考えられる．
　また，⑵「これまで培われてきた信頼の上での連携・
協働」については，先述の通り社協はその地域におい
て非常に長い期間活動を展開してきている経緯がある
ことから，地域住民をはじめ地域の関係機関 ・団体か
らの認知度と培われてきた信頼は，他の児童館の運営
主体にはない特徴である．この信頼があるからこそ，
社協が運営する児童館についても地域の様々な社会資
源との連携 ・協働が容易となっていると考えられる．
　最後の⑶「包括的な支援体制の構築の容易さ」につ
いては，児童館が地域においてソーシャルワーク実践
を行っていくうえで，欠かすことのできない「包括的
な支援体制の構築」においても社協という運営主体が
大きな役割を果たしていると考えられる．児童館を利
用する子どもを中心として，様々な課題を抱える地域
住民を支援する際には，児童館だけでは可能な支援が
限られてくるのは自明である．その時に，先にもあげ
た運営主体である社協が持つ地域の社会資源とのつな
がりや，連携 ・協働のノウハウを活かすことができる
社協が運営する児童館は，「包括的な支援体制の構築」
がその他の運営主体と比べても容易であることが考え
られる．
　以上のように，社協が運営する児童館がその諸活動
を通して地域の多様な関係者（社会資源）と連携 ・協
働しソーシャルサポートネットワークの構築に寄与し

ていると言える．
　具体的には，乳幼児を対象とした親子教室や子育て
サロン，子育てサークルの活動支援などの子育て支援
活動を児童館が単独で実施するのではなく，行政や地
域で活動する民生委員児童委員，主任児童委員，ボラ
ンティアセンターに登録している地域のボランティア
と連携して活動を展開している事例が多く見られた．
　これは，児童館を活動拠点し，地域の多様な社会資
源が連携 ・協働することで，子ども ・子育て家庭を中
心としたソーシャルサポートネットワークを構築する
実践例であると言える．
　なお，質問紙調査（量的研究）の自由回答部分及び
インタビュー調査（質的研究）の結果から，運営主体
が社会福祉協議会であることの課題も得ることができ
た．具体的には，下記の３点である．

表 ７－ ３【運営主体が社会福祉協議会であることの課題】

⑴　組織的な動きの遅さ
⑵　関係性の固定化（関係性の縛り）
⑶　人的資源，物的資源の活用の不十分さ

　⑴「組織的な動きの遅さ」については，社協が持つ
既存の社会資源とのつながりを活用した児童館活動の
デメリットの一つであると言える．活動に関わる関係
者が増えることによって関係者間の共通認識や情報共
有を図るために時間が必要になること，社協という組
織としての意思決定のプロセスの複雑化が原因である
と思われる．
　また，⑵「関係性の固定化（関係性の縛り）」につい
ては，メリットにもデメリットにもなり得るものであ
る．地域の関係者は，基本的に人事異動などを除き大
幅な変容が起りづらい環境にあるので，関係性が固定
化してしまうことのネガティブな一面も容易に想像で
きる．しかし，関係性が固定化できているということ
は，見知った人間関係の中で長期的な視点に立った活
動を行うことができるというメリットでもあるのでは
ないかと考えることもできる．
　最後の⑶「人的資源，物的資源の活用の不十分さ」
については，本インタビュー調査の中でも頻繁に出て
きたキーワードの一つであった．人的資源については，
質問紙調査（量的研究）の結果からも明らかになって
いるが，予算上の都合により非常勤の職員を雇わなけ
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ればならない現状があり，身分の不安定な職員の頻繁
な入れ替わりを懸念している声も聞かれた．また，地
域にはまだ社協や児童館とつながっていない多種多様
な人材も多数いることや社協や児童館の活動そのもの
の周知が不十分であると思われるので，物的資源の活
用 ・発掘とあわせて児童館活動の周知や人材の発掘も
必要であると考えられる．

８ ．本研究の限界と今後の研究課題

　本研究の限界として，まず質問紙調査（量的研究）
においては，今回得られた質問紙調査結果と先に実施
された全国実態調査との比較検証を試みたが，両調査
が実施された時期の違いや全国実態調査の結果は今回
の調査対象となった社協が運営する児童館も含まれて
いることから，より正確な比較検証とは言えないこと
があげられる．なお，質問紙を設計する際に，回答者
の負担軽減のために質問項目数を絞らざる得ない状況
であったこともより詳細な検証に及ばない原因であっ
たと考えられる．
　また，今回の比較検証があくまでも全体と社協が運
営する児童館の２者間の比較であることもあり，社協
以外の個々の運営主体にまで言及することができない
ことも本研究の限界と言える．
　次に，インタビュー調査（質的研究）においては，
調査対象数が５箇所という少数であったことがあげら

れる．また，その選出についてはインタビュー調査の
許可が得られた児童館数が限られていたということも
あり，完全な無作為抽出を行うことが出来なかった．
そのため，調査対象の選出が恣意的であるという意見
に十分な反論ができないことがあげられる．
　以上のことをふまえ，今後の課題として，社会福祉
協議会以外の他の運営主体についても詳細な実態把握
が必要であると考えている．また，運営主体の違いに
よって，児童館の運営 ・活動にどのような差が出るの
か等のより詳細な検証が必要であると感じている．
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